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事業区分 戦略プロジェクト研究 研究期間 平成２８年度～平成３０年度 評価区分 途中評価 

海洋産業に用いるデジタルデータと電力の非接触式伝送システムの開発 研究テーマ名 

（副題） （海洋再生可能エネルギーの利用促進に貢献する、むき出しの金属接点を有しないデジタル
データと電力の伝送システムの開発） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 工業技術センター・グリーンニューディール技術開発支援室 

兵頭竜二

＜県総合計画等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 

２．産業が輝く長崎県 

政策５ .次代を担う産業と働く場を生み育てる 

施策：(4) 産学官協働による研究開発・技術支援の展開 
政策横断プロジェクト： ナガサキ・グリーンニューディール 

長崎県科学技術振興ビジョン 

第３章．長崎県の科学技術振興の基本的な考え方と推進方策 

 ２－１．産業の基盤を支える施策 

  （３）成長分野への展開  ①グリーン・イノベーションへの取組み 

長崎県産業振興ビジョン 

（基本方針３）時代をリードする新産業の創出・育成 

重点プロジェクト３．新産業（成長分野産業）振興プロジェクト 

 １．環境・新エネルギー分野の振興 

１ 研究の概要 

 給電部と受電部の相対的位置関係を近接して固定することに特徴を持つ非接触給電技術と、海水の影響を

受けない光通信技術を用いて、海面・海中での利用を可能にする、デジタルデータと電力の伝送システムを開

発する。 

研究項目 

① プロトコル（仕様）の検討 
② 信号方式の開発 
③ 電力送受機能（電気的部分）の開発 
④ デジタルデータ伝送機能の開発 
⑤ 機構部（コネクタ、コネクタ嵌合部、ケーブル接合部など）の実現 
⑥ システムの評価とプロトコルへのフィードバック 

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

 長崎県は産業振興と低炭素社会の実現を目指すべく、ナガサキ・グリーンニューディールの推進を行ってい

る。また現在、県内の複数の海域が海洋再生可能エネルギー実証フィールドの指定を受け、その活用を待って

いる状況にある。一方で、低炭素社会の実現など、社会的に大きな意義と目的を持つ産業は、ともすれば、県

外の大手企業が事業を先導し、県内産業の振興に大きくは寄与しないことも想定される。 

 従って、海洋再生可能エネルギー実証フィールドの有効活用や、ナガサキ・グリーンニューディールの推進な

どを通した実利のある具体的な海洋産業の振興が、本県の積極的な取組みとして望まれている。 

 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

 この提案は、一つの要素技術の実現に関するものであるが、 (a) ここで扱う電力伝送技術が再生可能エネ

ルギーの活用には必須の技術であること、 (b) この技術の実現を県内企業の特異技術を融合させて実施する

こと、そして、 (c) ここで開発する技術・製品は他県に設置された実証フィールドでも活用でき、本県から業界

標準的技術と製品を輩出できること、 (d) 開発される技術を転用すれば、より多くの応用製品の開発に展開で

きることなど、県内産業の振興に大きく寄与できる要素を備えている。 

  



３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ 
28 

Ｈ 
29 

Ｈ
30

単位 

目標 1   
① 全体構成に係る方式の検討とその決定 方式の検討 

実績 1   
件 

目標 2   
② 

電力伝送制御方式とデータ伝送制御方式の開
発 

伝送制御方式 
実績 2   

件 

目標  2 2 
③ 

非接触給電コネクタの開発と、非接触給電シス
テムの試作開発 

コネクタ部の試

作、システムの

試作 実績 1 1  
件 

目標 2 2  
④ 

デジタルデータの伝送方式の開発とコネクタ部
の試作開発 

コネクタ部の試

作 実績 2   
件 

目標 3  2 
⑤ 

コネクタの嵌合方法の検討とコネクタ（構造）の
試作開発 

コネクタ（構造）

の試作、伝送機

能を含む試作 実績 2   
件 

目標   1 
⑥ 

システムの総合評価（性能評価、安全性評価）
と仕様へのフィードバック 

総合評価（フィ
ールド実験） 

実績    
件 

１） 参加研究機関等の役割分担 

工業技術センター ： 全体の統括、ならびにSiCパワー素子などを用いた電力の制御に関する部分を担う。

県内企業 ： 以下の事項を担う複数の企業が参画する。 

・直流の電力から伝送用の高周波の電力に変換する技術 

・高周波域で電力伝送する誘導コイル 

・電力伝送管理やデータ伝送管理に関する信号方式 

・水中ロボットなどを含むシステム化 

長崎大学工学部（電気系） ： 電磁結合の数値解析（シミュレーション）による研究の効率的推進 

長崎大学工学部（機械系） ： 水中ロボットの研究開発段階における要素技術の検討支援 

産業技術総合研究所 ： 業界標準として成立させるためのアドバイス 

その外、海洋産業全般におけるアドバイスを、ＮＰＯ法人 長崎海洋産業クラスター形成推進協議会から得る。

 

２） 予算 
 

財- 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国- 県債 その他 一財 
全体予算 85,129 48,380 36,749   36,749
２８年-度 27,663 16,084 11,579   11,579
２９年度 27,818 16,148 11,670   11,670
３０年度 29,648 16,148 13,500   13,500

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 

 

 



４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ
28

Ｈ
29

Ｈ
30

得られる成果の補足説明等 

① 
全体構成に係る
方式 

1件 H28：１件（初期品用） ○   
海洋産業に用いるデジタルデータと電
力の非接触式伝送システムの方式であ
り、業界標準として位置付けるもの 

② 
電力とデータの伝

送制御方式 
1件 H28：１件（初期品用） ○   上述を実現する制御方式 

③ 
電力伝送部、なら

びに同システム 

容量： 1.5kVA 

効率 ≧ 90％ 
H28：500VA、92%   ○  

④ データ伝送部 速度≧45Mbps H28：100Mbps ○ ○   

⑤ 
コネクタ（構造）の
試作と、システム
の試作 

試作：１件 

結合：１件 
H28：初期品を試作 ○  ○

試作したコネクタ（構造）に、②③④の
成果を実装してシステム試作を行う 

⑥ 
総合評価と仕様へ

のフィードバック 
１件    ○

総合評価の結果を仕様にフィードバック
して、業界標準として位置付けるものを
完成する。 

─ 知的財産 １件 H28：特許出願１件   ○ 関係する特許出願 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

従来技術として、水濡れのないところで接続をした後に水中で利用する防水コネクタ（２００万円程度）、水

中での着脱までを可能にした水中コネクタ（２０００万円程度）などがあるが、防水のための機構が複雑であ

るため高価な上、大きな電力を扱えない、などの課題がある。 

また、現在の非接触給電システムの考えは、送電側と受電側との距離が離れても、あるいは位置関係が

ズレても、安全かつ確実に給電できることを主目的としており、その送電効率は大きくない。 

本提案は、ケーブル末端を機械的に接続（固定）することで、そのコネクタに内包する給電部と受電部との

相対的位置関係を近接して固定することを大きな特徴とする非接触給電技術と、海水の影響を受けない光通

信技術とを用いて、海面あるいは海中での利用を可能にする、伝送システムである。このため、電力の伝送

効率が従来技術に比べて大きいことや、デジタルデータの伝送も可能にするなどの優位性を持つ。 
 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

本研究はナガサキ・グリーンニューディールの推進に寄与するものである。 

また、海洋再生可能エネルギー実証フィールドで活動する県内企業（長崎海洋産業クラスター形成推進

協議会のメンバ企業など）への技術移転によって、それらの企業の新規事業への参入も推進できる。 

 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

大手シンクタンクの報告によれば、非接触給電に関する市場は、６７３億円（２０２５年）と目されている。

本提案の分野である、非接触給電でありながら、これをケーブル接続することに特徴を持つ産業分野は、

これまで報告の例がないが、海洋再生可能エネルギー実証フィールドで活動する県内企業のニーズを分

析すれば、十分な市場性を持つと推察される。 

なお、この新たな産業分野を想定すれば、数１０億円規模の市場があると推察する。 

 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 

 

 
 



 

（様式2） 研究評価の概要  

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（２７年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ｓ ) 

・必 要 性  Ｓ 

 県は、ナガサキ・グリーンニューディール戦略プロ

ジェクトを推進している。また、平成２６年度、県内

の複数の海域が、海洋再生可能エネルギー実証フ

ィールドとして認定を受けている。 

 これらのことに加え、県内には、企業が自発的に

組織した長崎海洋産業クラスター形成推進協議会

があり、産業界としても海洋産業の振興に資する技

術の開発ニーズが強い。また同時に、洋上で活動

する場合の電力伝送、データ伝送を容易に実現で

きることの技術的ニーズがある。本提案はこれらの

ニーズに応えるものであり、十分な必要性が認めら

れる。 

 

・効 率 性  Ｓ 

 県内には、電力制御を伴う電源回路や電源装置、

捲線製造、水中ロボット、データ通信、組込み技術

などに長けている企業がある。これらの県内企業

が持つ特異技術を相互に融合させて、本提案に係

る技術が完成する。 

 また、本提案に係る開発においては、県内大学が

持つ技術シーズなどを活用して、事前のシミュレー

ションなどを行うことも計画されている。 

 これらのことにより、地域との連携体制が十分に

整っていること、さらには、国立研究開発法人 産業

技術総合研究所、国立研究開発法人 海洋研究開

発機構（JAMSTEC）との連携もできており、効率的

な開発の実施を見込むことができる。 

 

・有 効 性  Ｓ 

 長崎海洋産業クラスター形成推進協議会が積極

的に海洋関連産業の開発に取り組んでいる。また、

本提案はこのような産業界のニーズに応える提案

である。このことからも、研究事業終了後、県内企

業による事業化の可能性は非常に高い。 

 

・総合評価  Ｓ 

 県内企業のニーズに応える開発を、県内企業の

保有技術を上手く活用して実現する提案になってお

り、その実現と事業化可能性が極めて高い。県内企

業の産業競争力の強化にも繋がるため、積極的に

推進すべきである。 

 

 

（２７年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ａ ) 

・必 要 性  Ａ 

 非接触式伝送システムは、海洋再生可能エネル

ギーの基本技術として重要であり、新規なビジネス

を開拓可能な有望技術であることから必要性を認

める。特に、世界的な標準を先駆けて取得できれ

ば、大きなビジネスにつながるものと期待される。

ただし、外部の有効な技術の導入について検討す

ること。 

 

・効 率 性  Ａ 

 大学、国等との連携がとられ、研究体制は整って

いる。技術課題は何かを整理し、長崎で実施するこ

との利点や差異について検討しながら進めてほし

い。また海洋生物や環境への影響などの安全性対

応やリスク管理に関する検討も十分に行う必要が

ある。 

 

・有 効 性  Ａ 

 現段階では、単純なトランスを使った予備実験に

よるデータしか示されていないため、電力伝送効率

90%以上のシステムの実現に向けて早急に実シス

テムでの実証が望まれる。また、県内企業に対して

どの程度のフィードバックが可能であるか、利用可

能な海洋産業分野がどの程度あるのかが未知数で

ある。本技術が活用される製品のニーズの広がり

については検討が必要である。 

 

・総合評価  Ａ 

 既成技術との差異と優位性が明確でないが、実

現可能性が高く、概ね妥当であり、当県の経済的効

果にも大きく貢献すると判断され、成果の波及効果

は大きい。例えば、地上での濡れ環境への適用な

ど、もう少し具体的な社会的効果（本技術による商

品イメージ）を示すことも必要である。海洋環境にも

配慮しながら、開発を進めてほしい。 

 



 対応 対応 

 外部の有効な技術の導入については、適宜、必

要な技術動向を把握して当該研究開発を進める考

えである。その取組みの中で、知的財産権なども考

慮した上で、既存の有効な技術は積極的に導入し

てゆく。 

 安全性対応やリスク管理については、ＩＥＣ（国際

電気標準会議）などが規定する電磁界の人体への

曝露制限や、電気的負荷量の急激な変動に対する

非接触給電機能部の安全な停止方法などについ

て、十分に検討を加えながら研究開発を進める予

定である。合わせて、海洋生物や環境への影響に

ついても、使用する材料や表面処理技術に関する

安全性を確実に検証してゆく。 

 目標達成に向けた実システムでの実証について

は、当該研究事業の開始前である平成27年度、ＦＳ

事業を実施して、その実現の見通しを得つつある。

 また、本技術が活用されるであろう製品領域につ

いては、検討と洗い出しを進めており、多くのアイ

デアが集積されている。しかし、当該研究事業の遂

行においては、まずは目標とする非接触式伝送シ

ステムの開発に注力する。 

 

 

 

途 

 

中 

（２９年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ａ ) 

・必 要 性  Ｓ 

 海洋再生可能エネルギー分野で新たな産業を興

すとともに、その産業拠点を長崎に形成することの

重要性から、新たに策定された「長崎県総合計画

チャレンジ 2020」や「ながさき産業振興プラン」にお

いても、“ナガサキ・グリーンイノベーション戦略”や

“長崎県海洋エネルギー産業拠点形成プロジェク

ト”が重要な施策として掲げられている。 

 また、県内企業が中心となってＮＰＯ法人 長崎海

洋産業クラスター形成推進協議会が組織されてお

り、海洋産業の振興に資する技術の開発ニーズが

強い。特に共通的に活用できる技術として、洋上で

活動する場合の電力伝送、データ伝送を容易に実

現できることの技術的ニーズがある。 

 加えて、新世代の半導体素子であるＳｉＣパワー半

導体を、中小容量のDC/DCコンバータ等の電源装

置に適用することで、その小型化・軽量化や適用ア

プリケーションの拡大などのニーズがある。 

 本研究事業は、これらのニーズに応えるものであ

り、十分な必要性が認められる。 

 

・効 率 性  Ａ 

 県内企業や県内大学などの外部機関と連携をす

ることで、それぞれの専門性を活かして効率よく研

究を遂行している。また、全参画機関が集まる全体

（２９年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ａ ) 

・必 要 性  Ａ 

 海中におけるデータと電力の非接触伝送システ

ムの開発は、海洋再生可能エネルギー発電システ

ムのメンテナンス分野でニーズが高いだけでなく、

海洋再生可能エネルギーを利用した養殖システム

などの海洋産業においてもニーズが高い。長崎県

が推進する海洋産業の集積とも関連して、長崎県

で先行して推進すべき研究開発課題として必要性

は高い。 

 

・効 率 性  Ａ 

 研究体制は整っており、500VA のプロトタイプの

開発も完了されており、目標に向かって順調に進ん

でいる。ただし、海底での長期の設置を想定した水

密性、耐久性などの検討は十分ではないことから、

今後の研究に期待する。 

 

・有 効 性  Ａ 

 海洋関連産業の発展を考えたときに、本プロジェ

クトの有効性は高いと考える。なお、波浪の影響な

ど長期にわたる運用を想定したフィールド実験等に

よる有効性の確認が必要と考える。また、電力を供

給される側の機器（特にＡＵＶ等）の開発も重要であ

り、今後の研究開発が望まれる。 

 



会議を要所ごとに実施して、着実な研究推進を図っ

ている。 

 特に初年度は、500VA の電力伝送を実現する装

置を試作して 90%を超える効率で電力伝送ができる

ことを確認するとともに、1.5kVA の電力伝送に向け

た課題の整理などを行い、その実現の見通しを付

けていた。また、データ伝送については、目標を超

える100Mbpsを前倒しして達成した。 

 

・有 効 性  Ａ 

 電気自動車への非接触給電（充電）についての電

波法の整備等が進みつつある。これと同期して、大

手自動車メーカや搬送台車メーカなどからは、相次

いで非接触給電のアプリケーション提案などが行

われている。 

 本研究事業では、この電波法などの標準化動向

に則した技術内容を取り込んだ開発を進めており、

大手メーカに対する遅れはなく、さらに、他者が取り

組んでいない海洋産業での利用を想定した技術の

開発を進めている。 

 十分な競争力のある技術の開発が県内企業とと

もに進んでいること。また、当該技術は海洋産業だ

けでなく、水濡れ箇所での電力伝送などにも応用展

開が見込まれることなどから、県内企業へのスム

ーズな技術移転と大きな波及効果が期待できる。 

 

・総合評価  Ａ 

 本研究事業の取組みは、県内産業のニーズに応

える開発内容であり、かつ、県外他者が取組んでい

ない分野であること。また、県内企業等との絶妙な

連携によって、その企業の保有技術を上手く活用し

て開発が進められていることなどから、研究事業終

了後に、その実現と事業化可能性が極めて高く、県

内企業の産業競争力の強化にも繋がることが期待

できる。 

・総合評価  Ａ 

 本プロジェクトは、海洋関連産業の集積を目標とす

る長崎県にとって大きなニーズがある。情報伝送や電

力伝送を行う具体的なターゲットを想定して、実用態

様を念頭において研究開発を進めれば更に優れたも

のとなる。関連技術を含めてさらに研究開発を進めて

いただきたい。 

 対応 対応 

 最終年度には、有索式水中ロボットへの適用を想

定したフィールド実験や、気密試験装置を用いた防

水性の定量的な評価、市場展開を想定した課題検

討などを計画している。長期にわたる運用を想定し

た水密性・耐久性の検討や、フィールド実験等を含

め想定される具体的なターゲットにおける実用態様

を念頭においた有効性の確認などについては、最

終年度を含めた残りの研究期間における取組みの

中で、十分な評価検証を行ってゆく。 

 また、当該研究事業の目標は、まずは３箇年で海

洋産業の振興などに供することができる非接触式

伝送システムの技術を開発することにある。電力を

供給される側の機器（特にＡＵＶ等）の開発につい

ては、次のステップと考えられるが、県内企業や県

内研究機関とも連携しながら、適宜、進めてゆく。 



 

 

事 

 

後 

（３１年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 
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評価結果 
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